
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

秋田県 八峰町秋田県 八峰町秋田県 八峰町秋田県 八峰町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

8,903
234.19

6,650,152
6,392,352

255,964

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.20][0.20][0.20][0.20]

類似団体内順位

[ 80/122 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

0.330.330.330.33
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類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.20

八峰町の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [88.3%][88.3%][88.3%][88.3%]

類似団体内順位

[ 53/122 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.092.092.092.0
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

93.993.993.993.9
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[212212212212,,,,053053053053円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 63/122 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

116,898116,898116,898116,898
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

140,387140,387140,387140,387
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給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [94.1][94.1][94.1][94.1]

類似団体内順位

[ 65/122 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.097.097.097.0
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均
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110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

100.9

79.4

93.2
94.1

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[14141414....26262626人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 50/122 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.827.827.827.82
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [19.7%][19.7%][19.7%][19.7%]

類似団体内順位

[ 92/122 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

12.312.312.312.3
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

17.417.417.417.4
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[856856856856,,,,631631631631円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 56/122 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

446,922446,922446,922446,922
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

568,384568,384568,384568,384

(円)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

八峰町八峰町八峰町八峰町
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数
　昨年の0.19から0.01ポイント増の0.20となっている。近年微増傾向にあるものの、横ばい状態が続いている。今後も、町税
徴収率向上に取り組み、町村合併のスケールメリットをいかしつつ、集中改革プランンに沿った施策を確実に実行し、財政の
健全化を図っていく。
経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率
　類似団体平均とほぼ同じ88.3％となっている。現在も退職者５人につき新規採用１名の抑制を行っており、今後人件費は
削減されていく予定である。その他にも行政改革への取り組みを通じて義務的経費の削減に努めていく。
人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりのたりのたりのたりの人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額
　類似団体平均を若干上回わり212,053円となっている。今後も新規採用抑制による人件費の削減と義務的経費の削減に努
めていく。また、平成２１年度には新庁舎の完成により現在の分庁舎が解消され、維持管理経費の削減が見込まれる。
ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数
　類似団体平均の93.4を0.7ポイント上回っており、今後も横ばい傾向の見通しである。

１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり地方債残高地方債残高地方債残高地方債残高
　現在のところ類似団体平均を下回っている。平成２０年度に統合小学校建設事業や庁舎建設事業が予定されているため、地
方債残高は増加するが、平成２２年度以降は大規模事業の終了により減少していく見込みである。今後は「公債費負担適正
化計画」をもとに、地方債発行の抑制を行い、財政の健全化に努めていく。
実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率
　旧町村時代の大型事業の償還がピークを迎え、許可団体となる18.0％を越え19.7％となっている。しかし数値は「公債費負担
適正化計画」の目標値どおりに推移しており、２２年度には18.0％を下回る見通しである。今後も計画実行のため新規発行の
抑制に努めていく。
人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数
　職員定数の適正化のため、合併後１０年間は退職者５人につき１人採用を基本とし、技能労務職員については、民間委託等
の推進を検討しながら当分の間採用しないこととしている。今後は限られた職員数で住民サービスを低下させないよう、機構改
革や業務改善を行い、効率的な組織の構築を目指していく。


